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平成 26 年第４回福岡市議会定例会（9月 9 日） 

 

○17 番（尾花康広）登壇 皆様おはようございます。私は、公明党福岡市議団を代表し、

子どもたちのネット・メディア依存対策、福岡市高齢者運転免許証自主返納支援事業の拡充、

次期基幹系システムの刷新の３点について質問いたします。当局の前向きな答弁に期待する

ものであります。 

 まず、子どもたちのネット・メディア依存対策についてですが、座席に座っている 10 人

中８人、ほとんどの人がスマートフォン、いわゆるスマホに夢中、高齢者や障がい者、妊娠

中の女性、乳幼児を連れた親子が乗ってきても誰一人気づかない。最近、私がよく目にする

電車の中での光景です。スマホパンデミック、大流行は老若男女を問わず拡大しており、特

にその備えが十分にできていない子どもたちへの影響がとても心配であります。 

 全国で初めてネット依存の専門外来を設置した神奈川県横須賀市の国立病院機構久里浜

医療センターの樋口院長は、私どもは、今、かつてない特徴を持った新たな依存問題に直面

しています。2012 年に全国の中学生、高校生約 10 万人に対する調査から、ネット依存症が

強く疑われる若者は 52 万人に達すると推計されます。その後、スマホの普及が急速に進み、

推計値はさらに上昇していると思われます。ここに来て、ネット依存の受診者は、パソコン

やゲーム機を使ったネットゲームからスマホなどを使ったＬＩＮＥ、ツイッターやゲームな

どの依存が増加し、低年齢化が顕著になっています。依存症は、否認の病と言われます。周

囲の心配をよそに、本人は自分の問題を認めない、あるいは隠そうとします。したがって、

みずから進んでネット依存症を治そうとすることはしません。多くの家族は、ネット使用を

めぐって本人とバトルを繰り返し、暴言、暴力や部屋への引きこもりに直面し、どうしてよ

いかわからない状態にあります。アルコール依存症は、10 年、20 年という長い年月を経て

陥りますが、ネット依存は１カ月程度で重症化することがあります、と述べられており、ま

さに私のもとへ寄せられている、子どもがネット・メディア依存と思われる親御さんからの

市民相談の内容とも一致しております。 

 そこで、お尋ねいたしますが、福岡市は、子どもたちのネット・メディア依存の実態調査

を実施したようです。その概要と調査結果からわかるネット・メディア依存の実態、そのこ

とが子どもたちの健全育成にどのような影響を及ぼすのか、お答えください。 

 以上で１問目の質問を終わり、以降の質問は自席にて行います。 

  

○教育長（酒井龍彦） お尋ねの実態調査につきましては、昨年度、ＮＰＯと共働で小中学

生のメディアに関する意識と生活についてアンケートを実施し、子どもたちのメディア接触

の実態や生活習慣との関連について調査をしたものでございます。 

 なお、この調査は市立の小学校８校と中学校３校の合計 4,135 人の児童生徒を対象に実施

し、３年前の平成 22 年度に同一校で行った調査と経年比較をしております。この調査結果

から、携帯電話、スマートフォンの所持率がふえており、従来型携帯電話に比べると、スマ

ートフォン所持者の利用時間が顕著に長く、依存傾向も強い状況が見られました。また、メ
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ディアへの接触時間が長くなると、わけもなく疲れたと感じる子どもがふえる傾向にあり、

依存傾向が強い児童生徒は、自分の命は自分のものだから、自分で好きなようにしても構わ

ないと思う割合が高くなっております。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 今、教育長は時間の関係で簡潔に御答弁をいただきましたが、これ

がその実態調査の報告書でございます。全編 12 ページからなっております。中身を読むと、

かなり深刻でございまして、時間の関係上、少し補足させていただくと、やはり小学生、中

学生ともに６時間以上のメディアとの長時間接触、18％でございます。また、中学生の深夜

午前１時以降の就寝がいわゆる 15％に増加をしている。それから、いわゆる依存傾向があ

ると思われる依存傾向の中度、高度、そして依存危険という中学生、全体で 62％、そして

小学校は 46％に達しております。 

 それで、ちょっとパネルをごらんいただきたいと思います。 

 これは、ネット依存症に発生してくる問題をまとめている表でございます。 

 身体面では、視力低下、運動不足、腰痛、骨密度低下、栄養の偏り、低栄養状態、体力低

下、肥満、エコノミー症候群など、こういったのが挙げられます。精神面では、引きこもり、

昼夜逆転、睡眠障害、意欲低下、鬱状態、自殺企図、自殺を企てるということですね。希死

念慮、死にたくてしようがないという、そういう思いにかられるということです。学業面で

は、成績低下、遅刻、授業中の居眠り、欠席、留年、退学など、経済面では、浪費、多額の

借金など、そして、家族、対人関係では、家庭内暴力、暴言、そして友人関係の悪化、家族

関係の悪化などが指摘されております。 

 今回の実態調査では、小学生と中学生を対象にしたようですが、熊本県の女子高生殺害事

件でも容疑者と被害者を結びつけたのはネットと見られております。全国的にネットを介し、

性犯罪や殺人事件などに巻き込まれる事件が後を絶たない中で、より深刻な高校生も対象に

すべきではなかったかと思いますが、御所見をお伺いいたします。 

  

○教育長（酒井龍彦） 高校生のメディアとのかかわりの実態についても、把握する必要性

があると思われますので、次回の調査を実施する際に、調査の対象や項目について再度検討

をいたします。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） この８月から福岡市においても、平成 26 年度新規事業として、学校

ネットパトロール事業がいよいよ始まります。その概要をお知らせください。 

 対象者が市立学校に通う者だけに限定されているようですが、高校を例に挙げると、福岡

市内には公立、私立を含め、42 の高校が存在します。市立のたった４校のみのパトロール

でよろしいのでしょうか。福岡市民である子どもたちは、市立以外にもたくさん通っていま

す。対象を広げるべきではないでしょうか、御所見をお伺いいたします。 

  

○教育長（酒井龍彦） まず、学校ネットパトロールの概要についてでございますが、まず、

学校非公式サイトを初めとするネットへの誹謗中傷などの書き込みや不適切な画像の検索



3 

 

を月に１ないし２回行い、問題があった場合は学校へ連絡するとともに、サイト管理者に対

して削除を依頼するなどの対応を行います。 

 さらに、学校や保護者に対して情報モラルを啓発するための資料を提供してまいります。 

 今後、福岡県、北九州市、福岡市の教育委員会が集まって開催する情報交換会において、

学校ネットパトロールの成果などについて情報を共有してまいりたいと考えております。以

上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 学校ネットパトロールの限界が指摘されております。個人間で直接

やりとりする無料メールアプリ、パスワードつきの一部サイトなどへは、その監視が及ばな

い範囲があるとのことです。 

 そこで、愛知県刈谷市や福岡県春日市のように、夜間にスマホ使用の禁止などを決定する

自治体がふえているようであります。その状況を踏まえ、福岡市において今後どのような効

果的な取り組みを行うのか、御所見をお伺いいたします。 

  

○教育長（酒井龍彦） 夜間にスマートフォンの使用を禁止する取り組みにつきましては、

本年８月 21 日に市内全ての小中学校の代表児童生徒が参加し開催されました、福岡市いじ

めゼロサミットにおいて、子どもたち自身が夜 10 時以降は携帯電話、スマートフォンを使

わないようにしようというルールを決議いたしました。 

 今後、各学校へこのことを通知し、子どもたちにこのルールが浸透するように取り組んで

まいります。 

 さらに、福岡市ＰＴＡ協議会と連携を図り、家庭や地域へも周知をしてまいります。以上

でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 夜間 10 時以降の使用については、そのルールを徹底していただける

ということですね。 

 青少年に関するさまざまな相談を 24 時間体制で受け付ける機関として、えがお館、福岡

市こども総合センターが設置されております。平成 25 年度版の事業概要の冒頭に、家庭や

学校、地域に居場所を見出せなかった青少年たちは、ネットの中に容易に居場所とつながり

を見つけます。こうして漂流する、さまよう少年たちの存在が相談事例の中にかいま見られ

ることがふえてきましたと、当センターの藤林所長は述べておられます。 

 最近の相談の中で、不登校や家庭内暴力などの背景の一つに、ネット・メディア依存があ

るのではないかと思われますが、その状況と具体的な事例をお示しください。 

  

○こども未来局長（石橋正信） 正確な統計はありませんが、最近のえがお館の相談の中に

は、ネット・メディア依存が背景にあるのではないかと疑われる内容のものが多くなってき

ております。具体的には、不登校、引きこもりや家庭内暴力に関する相談において、ゲーム

やネットに熱中することで昼夜逆転の生活になってしまっている例や、そうした逆転の生活

リズムを修正させるために、ゲームやネットの時間を制限しようとする保護者に対して暴力
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で抵抗する例などが見受けられます。以上でございます。 

○17 番（尾花康広） ネット・メディア依存と不登校、引きこもりについては、原因であ

ったり、結果であったりという強い関連が疑われております。対策を進める上で、その関連

性についての実態調査が緊急に必要だと思いますが、御所見をお伺いいたします。 

  

○教育長（酒井龍彦） ネット・メディア依存につきましては、毎年実施しております生活

習慣等に関する調査に情報を適切に活用する能力であるメディアリテラシーに関する設問

を設け、その実態の把握に努めております。 

 また、不登校生のネット・メディア依存の状況につきましては、今後、個別に調査をして

まいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） ネット・メディア依存の実態調査や、えがお館の相談事例を踏まえ、

福岡市において青少年のネット・メディア依存状況はかなり深刻なことがわかります。早急

に何らかの対策を打たなければ手おくれになると思われますが、福岡市は青少年のネット・

メディア依存対策に現在どのように取り組んでおられるのか、お答えください。 

  

○教育長（酒井龍彦） 教育委員会におけるネット・メディア依存対策につきましては、学

校においてはネットについての専門的な知識を有する講師を招き、児童生徒と保護者が一緒

に学ぶ講演会を行っております。また、学習指導要領では、情報社会で適切な活動を行うた

めのもとになる考えと態度を情報モラルと定め、小学校５、６年及び中学校各学年の道徳で

年間１ないし２時間、中学校の技術家庭科では３年間で４ないし５時間の指導を行っており

ます。 

 さらに、保護者向け学習会に講師を派遣するほか、平成 26 年度からは、家庭におけるス

マートフォンの使い方に関するルールづくりなどについて学ぶワークショップを開催して

おります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） まだまだ緒についたばかりという感じです。子どもたちのネット・

メディア依存の実態調査は変化が激しいので、毎年調べないと、子どもたちの実態について

いけなくなり、対応も後手に回ってしまいます。 

 また、教職員に対してもメディアやインターネットに関しての研修会を定期的に開催し、

毎年の実態調査で明らかになった子どもたちの状況を教職員が共有し、ネットに関して子ど

もと会話が成立するだけの知識を身につけておくことが重要です。 

 さらには、福岡市内の小、中、高校でのメディアリテラシー、ネットリテラシーについて

の授業を実施することを各学校に強く促し、必要な予算措置もしっかり講じていく必要があ

ると思います。それぞれの御所見をお伺いいたします。 

  

○教育長（酒井龍彦） まず、現在行っている子どもたちのメディア接触に関する調査につ

きましては、ネット・メディアの状況が目まぐるしく変化しているという実態を踏まえ、ど
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のようなスパンで調査を行うのが適当か、検討をしてまいります。 

 次に、ネットに関する教職員の指導力向上の研修につきましては、情報教育担当者だけで

はなく、生徒指導担当者や養護教諭なども対象に広げて、実施をしてまいります。 

 さらに、各学校におきましては、教科や道徳などを中心に、情報社会のマナー、心身への

影響やネットの恐さなどを理解させる情報モラル教育をより一層充実させてまいります。 

 なお、教職員の指導力向上、情報モラル教育の充実を図るため、必要な予算の確保に努め

てまいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 子どもたちがネット・メディア依存に陥るのを未然に防ぐためには、

早期の段階での啓発がとても大切であります。最近、スマホで子育てをしている母親の問題

も指摘されておりますが、その実態を把握されておられますでしょうか。妊産婦健診や乳幼

児健診などの段階でしっかりとした啓発に取り組むことが必要であります。また、保育者が

ネット・メディア依存に対する正しい知識を学び、若い親たちにスマホ育児の危険性や親の

ネット依存が子どもに与える影響について的確な助言や啓発を行うことが、保育園や幼稚園

にこれから求められる重要な役割だと思います。 

 今後、早期の段階での啓発、助言にどのように取り組まれるのか、御所見をお伺いいたし

ます。 

  

○こども未来局長（石橋正信） 乳幼児期は心身の発達において極めて重要な時期であり、

乳幼児健診の集団指導の際には、保健師がネット・メディアへのかかわり方へのアドバイス

を行うとともに、平成 24 年度から４カ月健診等の問診項目にも、メディアの利用に関する

設問を加え、利用が多い家庭については個別に指導を行っております。 

 また、保育所及び幼稚園におきましても、保護者のネット・メディア依存やスマホ育児の

弊害等につきまして、保育士及び幼稚園教諭の研修を行うとともに、クラス懇談会、ＰＴＡ

研修等を通じて、保護者への的確な啓発、助言を行っており、引き続きしっかりと取り組ん

でまいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 子どもたちの生活状況、健康状態にかかわりの深い保育所、幼稚園

のお医者さん、学校医、スクールカウンセラー、臨床心理士、養護教諭、保健師などとの連

携も必要であります。子どもたちを取り巻くネット・メディア依存の実態を共有し、総力を

挙げてこの問題解決に取り組んでいただきたいと思いますが、御所見をお伺いいたします。 

  

○教育長（酒井龍彦） ネット・メディア依存の子どもたちは、さまざまな生活上の支障を

引き起しかねない状況にあり、その解消のためには、学校、保護者、医療関係者やスクール

カウンセラーなどが連携することが大変重要であると認識をしております。 

 今後、子どもたちの変化に早期対応するために、学校関係者や保護者が総力を挙げて連携

を図り、取り組んでまいります。以上でございます。 
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○17 番（尾花康広） ネット・メディア依存が重症化した場合、他の依存症と同じく依存

期間が長引けば長引くほど回復しにくく、放置すると社会復帰が困難になり、早期発見、早

期治療が重要だと言われております。しかしながら、子どもたちを診る専門外来の設置も進

んでいないと伺っております。その現状と、なぜ設置が進まないのか、理由をお答えくださ

い。 

  

○保健福祉局長（中島淳一郎） 重症のネット・メディア依存の背景には、精神疾患や人間

関係における深刻な問題、さらには現実逃避などのさまざまな問題があると言われておりま

す。しかしながら、ネット・メディア依存は新しい疾患概念であり、明確な診断基準や治療

方法がない状況でございます。長年の依存症治療実績を有する独立行政法人国立病院機構久

里浜医療センターに平成 23 年に専門外来が設置されましたが、ネット・メディア依存に関

しては診断及び治療についての研究段階であるため、まだ全国的に専門外来の設置が進んで

おらず、福岡市内にも専門外来はない状況でございます。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 現時点での治療の中心となる認知行動療法や作業療法などの診察の

保険点数が投薬や検査に比べて低く、患者の話を長く聞いても点数は上がらないことが導入

が広がらない背景にあるとも伺っております。民間任せではなかなか設置は進まないと思い

ます。福岡市立病院機構の市民病院、もしくはこども病院に設置してはいかがですか、御所

見をお伺いいたします。 

  

○保健福祉局長（中島淳一郎） 福岡市立の病院に専門外来を設置すべきであるというお尋

ねですが、ネット・メディア依存治療は専門的な知識やスキルが必要であり、研究途中であ

ることから、今後の国の方針や研究の進捗状況を見守ってまいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） しっかり進めていただきたいと思います。 

 文部科学省は、2014 年新規事業として、青少年教育施設を活用したネット依存対策研究

事業を始めたようですが、その概要をお知らせください。 

 福岡市には、ＮＰＯ法人子どもとメディアという子どもとメディアのよい関係づくりに長

年取り組んできた団体も存在します。それらの関係機関と連携をとりながら、この事業の本

格展開を早期に進めるべきだと思いますが、御所見をお伺いいたします。 

  

○教育長（酒井龍彦） 文部科学省の平成 26 年度新規事業、青少年教育施設を活用したネ

ット依存対策研究事業につきましては、ネット依存傾向のある青少年を対象に、社会的な能

力を身につけることで、ネットの使用時間をみずから調整する力を育むことを目的とし、参

加者がインターネットから離れて１週間程度、規則正しい集団生活を体験するものでござい

ます。 

 本年８月に国立の青少年教育施設において、参加者 10 人が８泊９日の集団宿泊生活を体

験しております。プログラムによりますと、国立久里浜医療センターと連携し、認知行動療
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法やカウンセリングなどが実施をされております。今後、継続的な家庭訪問などにより、参

加者へのフォローアップが行われ、効果の評価検証が行われるということでございますので、

関係局が連携して情報収集に努め、研究してまいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） これまでるる述べてきましたように、福岡市の子どもたちのネット・

メディア依存は予断を許さない深刻な状況であります。予防啓発から治療に至るまでの青少

年のネット・メディア依存対策の確立は喫緊の課題であります。この問題の深刻さへの認識

と対策の必要性について、改めて関連の深い部局であるこども未来局長、教育長、保健福祉

局長にそれぞれの御所見をお伺いいたします。 

  

○こども未来局長（石橋正信） 乳幼児期は、心身の発達において極めて重要な時期であり、

ネット・メディアへの過度な依存が子どもたちに与える影響は深刻な問題であると認識して

おります。最近では、３歳くらいの幼児がスマホを扱っている姿を見かけるようになるなど、

私たちの生活の中にメディア機器が急激に普及しております。子どもたちが生涯にわたって

心身ともに健康な生活を送ることができるよう、乳幼児期から乳幼児健診や保育所及び幼稚

園での懇談会など、さまざま機会を捉えて、保護者に対してメディア機器との上手なつき合

い方やネット・メディア依存の危険性など、啓発にしっかりと取り組んでまいります。以上

でございます。 

  

○教育長（酒井龍彦） 子どもたちのネット・メディア依存問題につきましては、急速な情

報化の進展が、他者との人間関係をつくるために必要なコミュニケーション能力の低下など、

子どもたちの将来の人格形成に大きな影響を与えていると認識をしております。 

 今後、教育委員会といたしましては、ネットやメディアに関する教員の指導力向上に努め

るとともに、子どもたちの実態に即した情報モラル教育の充実を図り、子どもたちが情報社

会における危険を回避し、安全に生活できるよう取り組んでまいります。 

 また、保護者に対してはワークショップなど、保護者への啓発事業にも取り組んでまいり

ます。以上でございます。 

  

○保健福祉局長（中島淳一郎） 近年、スマートフォンなどの急速な普及により、青少年に

とってインターネット利用は日常生活の一部となっており、ネット・メディア依存という問

題が起こっている状況にあります。この中には、引きこもりや人間関係の希薄化などが顕著

となる方も存在しており、ネット・メディア依存対策が必要であると認識しております。 

 こういった状況を踏まえ、国も対策等について研究を進めているところであり、保健福祉

局としましても、今後の国の方針や研究の進捗状況を踏まえ、他局と連携しながら、適切に

対応してまいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 青少年のネット・メディア依存対策の確立を加速化させるためには、

部局を超えて関係機関の協力をいただきながら、この問題の深刻さを共有し、予防啓発から
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治療までの具体的な事業スキームをつくり、この問題解決のために、足らざるところを補う

施策の実施など、実効的な取り組みが重要であります。 

 そこで、提案ですが、仮称、福岡市青少年ネット・メディア依存対策プロジェクトチーム

を早期に立ち上げてはいかがでしょうか。３部局を統括されていらっしゃる貞刈副市長の御

所見をお伺いいたします。 

  

○副市長（貞刈厚仁） 我が国におきまして、近年、スマートフォンなどの新しいメディア

が急速に普及し、社会に大きな影響を与えております。その影響についてはよい面もよくな

い面もございますが、ネット・メディア依存など、議員御指摘のような問題が憂慮されると

ころでございます。 

 このため、福岡市としましては、これまで各局において子どもたちをネット・メディア依

存にしないための予防啓発に取り組んできたところでございます。また、国においても対策

や治療法について研究が進められております。 

 子どもたちのネット・メディア依存対策につきましては、これまでの予防啓発事業をさら

に推進しますとともに、国の動向等も参考にしながら、実効的な取り組みとなるよう各局が

より緊密に連携して取り組んでまいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） この項目の質問の最後に、子どもが健やかに育ち、安心して産み育

てられる社会づくりの先頭に立っておられる髙島市長に、福岡市の青少年のネット・メディ

ア依存対策の確立に向けての御決意と御所見をお伺いいたします。 

  

○市長（髙島宗一郎） 今日、スマートフォンの急速な普及で、どこでもメールをやりとり

できたり、情報を得たりすることができるように社会が大きく変化をして、大変多くの利便

性がもたらされているのは間違いないと思います。反面、子どもたちの現実体験が乏しくな

るなど、次代を担う子どもたちへの人格形成の悪影響が懸念をされているところでございま

す。また、ネット・メディア依存などの深刻な問題が発生しているところでございまして、

これは早急に対策を講じていくことが必要です。 

 福岡の子どもたちを健やかに育むことは私たち大人の責務であり、これまで取り組んでき

た予防啓発にしっかりと取り組みますとともに、新たな知見に基づく対策についても注視し

ながら、青少年のネット・メディア依存対策に取り組んでまいります。以上です。 

  

○17 番（尾花康広） 次のテーマに入ります。 

 福岡市高齢者運転免許証自主返納支援事業の拡充についてですが、お盆や年末年始に孫が

里帰り、じいちゃん、そこのコンビニまで車で連れていって、よっしゃ、かわいい孫が言う

ことやけん、年をとって長らく車の運転はしておらんけど、昔とったきねづか、大丈夫やろ

うと運転して、ガッシャーン、運転免許証を持ち続けたがゆえに悲惨な人身事故を起こし、

人生を棒に振るという交通事故が後を絶ちません。 

 そこで、福岡市では住民基本台帳カードの普及促進と相まって、高齢運転者の交通事故防
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止のために、福岡市高齢者運転免許証自主返納支援事業を平成 23 年６月から開始されまし

た。 

 そこでお尋ねいたしますが、当支援事業による住民基本台帳カードの交付実績の推移をお

答えください。 

  

○市民局長（井上るみ） 福岡市高齢者運転免許証自主返納支援事業による住民基本台帳カ

ードの交付実績の推移についてのお尋ねでございますが、当該事業は、平成 23 年６月 30

日から開始しており、交付実績としましては、平成 23 年度が 297 件、24 年度が 146 件、25

年度が 293 件となっております。 

 なお、平成 24 年度につきましては、24 年８月１日から 25 年１月 31 日まで住民基本台帳

カードの無料交付キャンペーンを別途実施したため、本事業に基づく交付実績が減少したも

のと考えております。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 当支援事業による住民基本台帳カードの交付実績は余り伸びていな

いようですが、それでは、福岡市の高齢運転者に起因する交通事故発生状況、発生件数、死

者数、負傷者数の過去３年間の推移と割合をお示しください。 

  

○市民局長（井上るみ） 福岡市の高齢運転者に起因する交通事故発生状況の過去３年間の

推移と割合についてでございますが、平成 23 年の事故発生件数は 1,336 件で交通事故全体

の 10.5％となっております。死者数は１人で全体の 4.5％、負傷者数は 1,567 人で全体の

10％となっております。 

 平成 24 年の事故発生件数は 1,323 件で交通事故全体の 10.5％となっております。死者数

は２人で全体の 6.1％、負傷者数は 1,591 人で全体の 10.2％となっております。 

 平成 25 年の事故発生件数は 1,559 件で交通事故全体の 12.3％となっております。死者数

は６人で全体の 21.4％、負傷者数は 1,887 人で全体の 18.6％となっており、事故発生件数、

死者数、負傷者数、いずれも年々増加傾向にございます。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 交通事故の発生件数が全体として、平成 23 年は１万 2,700 件から平

成 25 年は１万 2,643 件と減少している中で、それにもかかわらず、高齢者事故は 1,336 件

から 1,559 件と反対に増加しております。 

 政令市の中には、高齢者運転免許証自主返納支援事業として、住民基本台帳カードの無料

交付のほかに、インセンティブを実施し、効果を上げている自治体もあります。一例を挙げ

れば、新潟市は、平成 22 年１月から当支援事業を開始し、タクシー券１万円分、バスＩＣ

カード１万円などのインセンティブを実施した結果、毎年、平均すると 1,300 件ほどの高齢

者からの運転免許証の自主返納があり、高齢者運転者に起因する交通事故発生件数も平成

23 年の 547 件から平成 25 年は 513 件と減少しております。 

 また、福岡都市圏では、19 市町中 10 自治体で住基カードの無料交付を実施し、そのうち

の７自治体が、例えば、朝倉市のＩＣカード交付１万円などのインセンティブを付加、つけ
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加えております。こうした状況に鑑み、福岡市も住民基本台帳カードの無料交付以外のイン

センティブの実施を他都市の先進事例をぜひ参考に進めていただきたいと思います。 

 そこで、プロフェッショナルの御見解をお伺いしたいと思います。 

 この問題に警察行政の中で長年取り組んでこられた大野副市長、高齢運転者に起因する交

通事故から本人及び市民を守るため、福岡市の取り組みとして何をなすべきでしょうか、御

所見をお伺いいたします。 

  

○副市長（大野敏久） 高齢化社会の進展に伴い、高齢運転者が関連する交通事故が増加し

ていることは大変憂慮すべきことであります。 

 高齢運転者の事故を防ぐための１つの方策として、車を運転する必要がある方は、免許更

新時などに実施されています高齢者講習を必ず受講していただき、安全運転に備えていただ

くことがみずからを守るためにも、何よりも大切なことであります。 

 一方で、車を運転することに不安がある、あるいは事実上ペーパードライバーであるなど

の理由により、免許証を自主的に返納される方たちのためには、かわりとなる交通手段の確

保など、返納しやすい環境を整えることも重要であります。 

 尾花議員から御紹介がありました新潟市の事例につきましては、車という移動手段を返納

者にタクシー券やバスＩＣカードなどの移動の代替手段を提供するものであり、高齢運転者

が関連する事故の減少につながる有効な方法の一つであると理解しております。 

 こうしたインセンティブを導入するに当たりましては、他都市のさまざまな事例も参考に

し、関係部門や交通事業者とも連携し、また高齢者の方のニーズも踏まえた効果的な取り組

みについて検討してまいる必要があると思います。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 具体的に１つ提案をさせていただきますが、運転免許証を自主返納

した高齢者には、今後の社会参加を促す観点から、高齢者乗車券の交付事務を活用し、同等

の交通系の乗車券を介護保険料所得段階区分に関係なく、１回限り交付してはいかがでしょ

うか。既に高齢者乗車券の受給対象になっておられる方には、返納した年に限り、交付額を

２倍にするなどのインセンティブを実施してはいかがでしょうか。保健福祉局長、市民局長、

それぞれの御所見をお伺いいたします。 

  

○保健福祉局長（中島淳一郎） 高齢者乗車券事業は、高齢者の社会参加を促進することを

目的に実施しているところでございますが、議員御提案のインセンティブにつきましては、

まずは高齢者の運転免許証自主返納を促進するため、どのようなインセンティブが効果的で

あるかといった観点から検討されるべきと考えております。以上でございます。 

  

○市民局長（井上るみ） 先ほどの大野副市長の答弁にもありましたように、運転免許証を

自主的に返納された高齢者の方が移動手段を確保しやすい環境づくりを行うことは有効な

ことと考えております。以上でございます。 
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○17 番（尾花康広） タクシー事業者の全面的な御協力により、高齢運転者による事故防

止に効果を上げている事例を１つ紹介させていただきます。 

 国土交通省中部運輸局静岡運輸支局の報道発表、平成 24 年６月 28 日付によれば、平成

23 年に静岡県内で導入されたタクシーの高齢者運転免許証返納割引の利用件数が１年間で

４倍以上にふえ、運転免許証を返納した高齢者の生活の足として、タクシーが利用されてい

る実態が明らかになった。今後、当該割引制度がさらに普及していくことにより、高齢ドラ

イバーによる交通事故防止にも寄与していくことが期待されるとのことです。 

 この制度は、運転免許証をみずから返納することで公安委員会から発行された運転経歴証

明書の交付を受けた 65 歳以上の者が対象で、タクシー乗車時に運転経歴証明書を提示した

場合に１割の運賃の割引を受けることができます。当該割引による減収分は行政が負担する

ことなく、タクシー事業者が負担されますが、タクシー利用者の増加というメリットがあり

ます。 

 割引導入前、平成 23 年１月から３月と割引導入後、平成 24 年１月から３月の３カ月間を

比較したところ、高齢運転者の事故件数は 1,427 件から 1,356 件と減少し、増減率、マイナ

ス５％の効果が得られたとのことであります。とてもよい取り組みだと思いますが、福岡市

も市内タクシー事業者の方に同様の事業の実施をお願いされてはいかがでしょうか、御所見

をお伺いいたします。 

  

○市民局長（井上るみ） 運転免許証を自主返納された高齢者を対象としたタクシー料金の

割引につきましては、実施主体となるタクシー事業者の団体に自主的な取り組みとして理解

を求めていくことになります。しかしながら、割引については国土交通大臣の認可が必要で

あること、タクシー事業者の団体に加盟していない事業者もある中で、業界全体への理解を

得る必要があることなど、解決すべき課題もありますが、今後、関係機関と協議しながら、

検討を行ってまいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 先ほどの事例は、タクシーがいかに高齢者の足になっているかを物

語る顕著な例ですが、先ほど福岡市高齢運転者自主返納支援事業の新たなインセンティブと

して、高齢者乗車券の交付事務の活用を提案させていただきました。 

 ここで、高齢者乗車券のタクシー利用の拡大にも触れさせていただきたいと思います。 

 これまで幾度となく議会等で提案させていただき、平成 26 年８月５日の第２委員会請願

審査でも全会派一致で採択していただきましたが、高齢者乗車券でタクシー利用が可能とな

れば、高齢者の社会参加が促進され、運転免許証自主返納の動機づけとしても、そのインセ

ンティブ効果ははかり知れないものになると思います。 

 これまでの行政とのやりとりの中で、タクシー利用が拡大されると、高齢乗車券の申請率

が約 66％から約 86％へと２割ほどふえ、財政負担が増すとの答弁が繰り返されております

が、これは事業を進める行政当局の姿勢としていかがなものか。事業の執行率が高くなるこ

とは事業効果が高いことの裏づけであり、歓迎すべきことであって、事業の執行率がふえた

ら困るというのは、そういう論調は本末転倒であるということを、ここではっきりと指摘し
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ておきたいと思います。 

 高齢者乗車券のタクシー利用の拡大、検討すると答弁されて丸４年が経過しております。

早々に事業化に取り組むべきではないでしょうか、御所見をお伺いいたします。 

  

○保健福祉局長（中島淳一郎） 高齢者乗車券事業につきましては、高齢者の社会参加促進

を目的に実施しているところでありますが、高齢化の進展など、社会情勢の変化を踏まえた

施策の見直しが必要であり、その見直しの中で今回の請願の趣旨を真摯に受けとめ、タクシ

ー券導入を含む高齢者乗車券事業の実施について検討してまいりたいと考えております。以

上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） また、財源の問題ですが、随意契約の適正化など、行財政改革を真

剣に行えば、財源は必ず捻出できると思います。この際、行財政改革に汗をかき得られた貴

重な財源は福祉目的のために使うという明確なスキームをつくり、市民に理解され、喜ばれ

る行財政改革にしっかり取り組むべきではないでしょうか。 

 この点は既に平成 21 年第３回定例会において、市民によくわかる行財政改革というテー

マで、大阪府寝屋川市の市民福祉向上基金の先進事例を挙げて論及させていただいておりま

す。当時の財政局長、現貞刈副市長の御答弁では、行財政改革の取り組みと市民福祉の向上

に向けた施策、事業の財源等の関係を基金という仕組みにより説明している市民福祉向上基

金の使用については、行財政改革の取り組みを市民にわかりやすく説明できる１つの手法と

して参考になるものと考えられる。議員提案の基金の設置については、行財政改革の取り組

みを市民にわかりやすく説明するとともに、予算などの資源配分の有効性や効率性を高めて

いく観点から、課題の整理なども含め、検討を行ってまいりたいと考えていると答えられて

おります。 

 それからも随分期間が経過をいたしました。市民福祉サービスに直結する事業の執行率の

考え方とその財源の確保、そして行財政改革で得られた財源の使い道について、財政局長の

御所見をお伺いいたします。 

  

○財政局長（赤岩弘智） まず、事業の執行率につきましては、一般的には事業の執行率が

高まることにより、施策の効果が向上することは望ましいことと考えております。ただし、

そのために財源確保が必要な場合には、財政負担とのバランスも考慮した上での判断が必要

となると考えております。 

 次に、行財政改革で得られる財源の使い道に関しましては、平成 25 年６月に策定いたし

ました行財政改革プランにおいて、限られた財源の中で事業の優先順位の最適化を行い、市

民生活に必要な行政サービスを確保しつつ、重要施策の推進や新たな課題に対応するために

必要な財源を確保することとしております。 

 今後とも、わかりやすく丁寧な説明に努めながら、行財政改革を推進してまいりたいと考

えております。以上でございます。 
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○17 番（尾花康広） 平成 25 年度の高齢者実態調査における 70 歳以上高齢者の外出目的

と交通手段では、通院や介護施設に通う目的でのタクシー利用は 56.7％の割合を占めてお

り、体調等のすぐれない高齢者にとって、タクシーは大事な生活の足だといえます。 

 この項目の質問の最後に、人にやさしい安全なまちづくり、ユニバーサル都市・福岡の実

現に向けて、市民目線で施策を展開しておられる髙島市長に高齢者乗車券のタクシーへの利

用拡大の早期事業化、福岡市高齢者運転免許証自主返納支援事業のインセンティブの拡充へ

の御決意と御所見をお伺いいたします。 

  

○市長（髙島宗一郎） 高齢者人口が大きく伸び、高齢化が一層進展すると見込まれる中、

高齢者の生きがいづくりや介護予防はこれからますます重要になってまいります。特に高齢

者の社会参加促進や外出支援のための施策は、生きがいづくりや、また介護予防の実現にも

つながる重要な取り組みであると考えております。また、福岡市では、高齢者が安全で安心

して暮らしていける社会の実現を目指しておりますが、そのような中、高齢運転者による交

通事故が増加していることについては、私も大変憂慮をしております。 

 今後、高齢化の進展など、社会情勢の変化を踏まえた施策の見直しを行って行く中で、タ

クシー券の導入を含む高齢者乗車券事業の実施について検討していくとともに、尾花議員御

提案のような高齢運転者が自主的に運転免許証を返納できる環境づくりに向けて、関係機関

とも協議を進めながら検討してまいります。 

 今後とも、高齢者施策に積極的に取り組むことによって、みんながやさしい、みんなにや

さしいユニバーサル都市・福岡の実現を目指してまいります。以上です。 

  

○17 番（尾花康広） それでは、最後のテーマに入ります。 

 次期基幹系システムの刷新についてですが、その概要と刷新までのスケジュールをお示し

ください。 

  

○総務企画局長（中村英一） 次期基幹系システムにつきましては、都市の魅力や暮らしの

質の向上に資するようＩＣＴを戦略的、計画的に活用するための情報化推進プランに基づき、

システム刷新計画を策定し、推進していくことといたしております。その概要は、大型汎用

機を廃止し、標準的な技術を採用したサーバーシステムを導入する、いわゆるオープン化と

共通基盤の導入及びパッケージソフトを有効活用した業務の見直しを行うものでございま

す。 

 また、スケジュールといたしましては、平成 27 年度からおおよそ５年間を目途に実施し

てまいりたいと考えております。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 既に福岡市において稼働している、動いているコンピューターシス

テムは約 250 存在していると伺っております。そのシステム運用経費の総額、年間ですね。

これらのシステムが次期基幹系システムの刷新によってどのように集約され、システム運用

経費はどのくらい縮減されるのか、お答えください。 
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○総務企画局長（中村英一） システム運用経費につきましては、現在、年間約 44 億円を

費やしております。次期基幹系システムの刷新では、各システムで必要となるユーザー管理、

日本語管理、帳票出力などの機能を共通機能として提供すること、また類似、重複した機能

を持つシステムを統廃合すること、さらには、システムごとに保有しているハードウエアを

集約することなどによりまして、できるだけシステムを集約するとともに、運用経費の３割

程度の縮減を目指してまいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） コンピューターシステムの刷新については、これまで議会質問等で

取り上げてまいりましたが、行政監査においてシステムの新規開発、改修、保守管理、賃貸

借の契約について、システム開発期間、仕様書の記載不足、大幅な仕様変更、断続的な追加

発注などについてさまざまな指摘を受けております。最も開発費用が膨らんだ事例は、当初

と比較し、2.7 倍になったものであり、これは断続的な追加発注が要因で、開発当初から計

画を持って取り組むべきであった旨の指摘がなされております。 

 次期基幹系システムの刷新においては、抜かりなくこの点をしっかり踏まえて進めていた

だきたいと思いますが、御所見をお伺いいたします。 

  

○総務企画局長（中村英一） 行政監査の指摘事項をどのように反映するかというおただし

でございますが、１つは情報システム調達ガイドラインを策定し、これに基づく調達事務を

行うこと、また開発当初の工程で重要な要件提示書、仕様書及び設計書の標準化を行いまし

て、これに基づき、システム開発を開始すること、さらにシステム開発に当たっては、プロ

ジェクト全体を統括し、進捗状況を常に把握するプロジェクトマネジメントオフィスを設置

いたしまして、開発当初の工程で決定した設計に基づき、手戻りのないよう開発進捗管理を

行うこと、この３点によって、いわゆるＩＣＴガバナンスを強化することで無駄な投資を排

除するとともに、品質の向上を実現させてまいりたいと考えております。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 次期基幹系システムの刷新に当たっては、市民本位であることが大

切であると思います。 

 まず、お尋ねいたしますが、毎年、市のホームページで調査結果を公表していただいてい

る行政手続における添付書類削減の取り組み状況については、平成 22 年の２月の調査以来、

トータルとしてどのくらいの申請において改善が図られたのか、また最も対象者が多かった

手続の具体的な内容についてお答えください。 

  

○総務企画局長（中村英一） 行政手続における添付書類削減の取り組み状況についてのお

尋ねでございますが、これまでに全体で 29 件の手続改善を図っております。また、その中

で最も対象者が多かった手続につきましては、ひとり親家庭医療費助成の行使における児童

扶養手当証書の写しの添付削減であり、その対象者は年間約２万 9,000 人でございます。以

上でございます。 
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○17 番（尾花康広） 次に、住民票や印鑑証明などの証明書の発行については、自動化の

証明発行を推進することができないのか、これまでもお尋ねしておりましたが、その進捗状

況をお知らせください。 

○市民局長（井上るみ） 証明書発行の自動化の進捗状況につきましては、平成 24 年８月

からコンビニエンスストアにおきまして住民票の写しや印鑑証明書を取得できるコンビニ

交付サービスを導入したところであり、現在、セブンイレブン、ローソン、サークルＫサン

クス、ファミリーマートの４社で、市内約 600 店舗、全国約４万 3,000 店舗において証明書

等の取得が可能となっております。 

 また、本年６月には、東区役所に証明書等の発行が可能なマルチコピー機を設置し、コン

ビニ交付と同様のサービスをスタートさせております。これはローソンとの共同事業により、

２年間の試行として実施しているもので、その検証を踏まえまして、今後のあり方を検討し、

さらなるサービス向上に努めてまいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 次期基幹系システムの刷新に先立ち、社会保障・税番号制度の導入

が予定されております。 

 番号制度は、他機関、各部局の情報を相互に交換することによって、市民が行う各種申請

の際の添付書類の省略化が可能となる重要な基盤となるものであります。次期基幹系システ

ムの刷新においても、さらなる添付書類の省力化や待ち時間の縮減、電子申請の拡大などに

徹底的に取り組み、市民本位のコンピューターシステムとなるよう改善すべきだと思います

が、御所見をお伺いいたします。 

  

○総務企画局長（中村英一） システム刷新に伴う市民サービスの向上につきましては、番

号制度により実現します業務間での情報交換をさらに発展させまして、各種申請時の添付書

類の削減や電子申請の拡大、窓口等での待ち時間の削減など、議員御指摘のように、市民サ

ービスの利便性向上を図ってまいりたいと考えております。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 先般、次期基幹系システムを 2015 年に稼働させるため、開発から運

用、保守までを一括してアウトソーシングする契約を情報システム会社と結び、システム水

準が要求水準に達しなかった場合に料金減額などのペナルティーを科すサービス品質保障、

ＳＬＡ契約をあわせて締結した東京都府中市を視察調査してまいりました。 

 府中市では、ハードウエア、ソフトウエアなどを含むシステムやサーバー設置場所などの

データセンター、印刷場所などのアウトソーシング設備は全て市の資産とせず、市はそれに

より提供されるサービスのみを利用することになっています。また、ハードウエアやソフト

ウエアなどの技術的要素は、サービスを提供するための手法と捉え、実現については受託者

の責任において決定することになっています。 

 さらには、あらかじめ定められたサービス提供に必要な範囲について、技術的要素の提供、

変更、更新などは受託者負担で行うことになっています。 

 パッケージについては、抜本的な法改正以外の法改正対応、様式改訂を含むとバージョン
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アップはサービスの提供として、追加費用の発生なしで全て対応することになっています。

しかも、ＳＬＡ契約により提供されるサービスの分析、評価が行われ、結果が水準に達して

いなければ、罰則、減額を受けることになり、品質が保証されます。まさに、願ったりかな

ったりの契約方式で、相当のコスト縮減も見込むことができます。 

 構築作業期間は、次期基幹システムの構築費用と現行システムの運用費用が発生するため、

一時的に市の財政を圧迫することになりますが、府中市では、このような状況を回避するた

め、構築費用の支払いは稼働前一括ではなく、稼働後支払いとし、システム構築費用を含め

たサービス利用料として、５年間は平準化、定額払いを予定しているとのことであります。

従来の手法と比較し、トータルで３億円の開発費用の縮減が見込めるそうであります。 

 府中市の刷新手法は、業務の効率化やコスト縮減という点で、福岡市においても十分に検

討に値するものだと思いますが、御所見をお伺いいたします。 

  

○総務企画局長（中村英一） 尾花議員が御指摘されました、府中市で採用された刷新手法

につきましては、福岡市におきましても、いわゆるパッケージソフトの活用、ＳＬＡ、いわ

ゆるサービス品質保証契約の導入及びデータセンターの利用を推進してまいりたいと考え

ております。 

 また、一時的に多くの費用が必要となるシステムの開発費用、システム稼働後からサービ

ス利用料として、複数年、均等払いをすることで費用の平準化を図ってまいります。これに

より、システム開発や運用、保守、コストの削減を行いまして、財政負担への影響を極小化

してまいりたいと考えております。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 府中市には、大手コンピューターメーカーの大きな工場が存在して

おり、地場優先として、現行システムはそのメーカーのものを採用されておりますが、ホス

トＰＣ系の技術者不足や軽微な改修でも高い費用がかかり、最近、５、６億円の費用をかけ

て開発したシステムのできばえがいまひとつなどの経緯から、次期基幹系システムの導入に

当たっては、公募型プロポーザル契約を実施し、その結果、そのメーカーも含めて５社から

の応募があったとのことであります。その中から、事業提案のよかった３社に絞り、１社当

たり 300 人による職員のデモ操作を実施したところ、そのメーカーは開発費用が一番高い、

５年間で 40 億円にもかかわらず、評価が一番悪く、大手メーカーではない会社、５年間で

28 億円に決定したとのことであります。驚くことに、その差は 12 億円であります。 

 ちなみに、落札した会社は、大手メーカー企業と比較すると、その孫請ぐらいの、実際に

現場でシステム開発に当たる企業であり、職員の要望へのレスポンスの早さが際立ち、府中

市以外では武蔵野市、小金井市などの８自治体でシステム開発の実績があるとのことであり

ます。 

 次期基幹系システムの開発においては、公募型プロポーザル、職員によるデモ操作の手法

等もぜひ取り入れていただきたいと思いますが、御所見をお伺いいたします。 
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○総務企画局長（中村英一） 次期基幹系システムの開発に当たりましては、公募型提案協

議、いわゆるプロポーザルや総合評価方式を採用いたしまして、公平、公正な入札の手続を

通して、技術に裏づけられた開発力を確保しながら、適正な価格での調達を行ってまいりま

す。 

 また、パッケージソフトの選定に際しましては、利用部門の職員によりますデモ操作を評

価に加えまして、さらに、開発時には、事前に試作品によって操作を行いながら開発するな

ど、職員の意見を十分に反映させながら、進めてまいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 福岡市は、ＩＣＴ、情報通信技術利活用を組織的に統制し、投資効

果の向上等を図るため、平成 25 年度から副市長をＣＩＯ、情報化統括監とするＣＩＯ制度

を導入し、ＩＣＴガバナンスの強化に努められております。また、ＣＩＯと連携しながらＩ

ＣＴ施策を推進するＣＩＯ補佐官を平成 25 年７月１日付で民間から登用されています。 

 今回、府中市の先進事例を紹介させていただきましたが、多くの先進事例を収集され、次

期基幹系システムの刷新に鋭意取り組まれていると推察いたしますが、システムの最適化、

コストの縮減など、現時点で特筆すべきものがあれば、ＣＩＯである貞刈副市長から御紹介

をいただきたいと思います。 

  

○副市長（貞刈厚仁） 福岡市では、平成 25 年度よりＣＩＯ制度をスタートさせることに

より、ＩＣＴに関する全庁的統制の仕組みを講じてまいりました。そして、民間から登用し

ましたＣＩＯ補佐官による専門的立場からのアドバイスを受け、次期基幹系システムの刷新

のほか、番号制度、オープンデータの提供や活用促進などの施策を私のもとで実施しており

ます。 

 これからシステム刷新を行う際には、ただいま尾花議員から御紹介いただきました先進事

例以外にも、ＩＣＴに関する経費の適正な配分と削減を可能とするＩＣＴコストの見える化、

それから複数ある業務別端末を統合することができる仮想化技術の採用などを企画してお

ります。また、他自治体との共同利用などの検討を行うとともに、常に最新の技術動向を把

握しながら、進めてまいります。以上でございます。 

  

○17 番（尾花康広） 次期基幹系システムの刷新は、福岡市において重点的に取り組む施

策や事業を示す政策推進プランや行政運営の仕組みや手法を見直し、財政健全化の取り組み

を示す行財政改革プランの目標を踏まえ、ＩＣＴにより支え展開していく情報化推進プラン

の屋台骨となる大事な事業であります。 

 最後に、生活の質の向上と都市の成長に資する効果的なＩＣＴの利活用を効率的に進めて

おられる髙島市長の次期基幹系システム刷新への御決意と御所見をお伺いし、私の質問を終

わります。 

  

○市長（髙島宗一郎） 次期基幹系システムの刷新ですが、行財政改革プランで示されたＩ

ＣＴ戦略に係る基本的な考え方及び情報化推進プランの基本理念を実現するための重要な
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事業であるというふうに認識をしております。これは、誰でもいつでもどこでも公共サービ

スが受けられる社会の実現に向けて、最先端の電子行政サービスの提供を可能とするシステ

ム基盤を構築することを目的としておりまして、これによって、経費の削減とさらなる市民

サービスの向上が可能となります。 

 今後、次期基幹系システムの刷新を行いますことで、効率的な行政運営を追及していきま

すとともに、市民の皆様や企業に暮らしやすく、活気あふれた情報都市を感じていただける

ように、市民生活の質の向上と都市の成長に資する効果的なＩＣＴの利活用に取り組んでま

いります。以上です。 


